
委員会共通資料 ３

第３次一括法に伴う県の対応について

平成２５年１２月４日

企 画 振 興 部

平成２５年６月に「地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための関

係法律の整備に関する法律」（第３次一括法）が成立し、地方公共団体に対する義務付

け・枠付けの見直しが行われたことから、今後、関係条例の整備を行うこととする。

１ 第３次一括法の概要について

（１） 義務付け・枠付けの見直し

① 通知・届出・報告、公示・公告等の義務付けの廃止等

・指定試験機関に試験事務を委任した場合の総務大臣への報告義務の廃止（行政

書士法） 等

② 附属機関の委員等の資格・定数等の廃止及び条例委任

・地方社会福祉審議会の委員の定数の廃止（社会福祉法） 等

③ その他の義務付け・枠付けの見直し等

・高齢者部分休業の期間の上限の廃止（地方公務員法） 等

（２） 施行期日

・ 通知・届出・報告義務の廃止等の見直し→ 公布の日（平成２５年６月１４日）

・ 政省令の整備が必要となる見直し→ 公布の日から起算して３月を経過した日

・ 条例等の整備が必要となる見直し→ 平成２６年４月１日

※ なお、国の基準等を踏まえて条例を整備する必要があるものについては、

条例整備に関する猶予期間（平成２７年３月３１日まで）が設けられている。

２ 県の対応について

・ 別紙「第３次一括法に伴い整備が必要な条例一覧」に掲げる条例の改正及び新規制

定を行う。

・ そのため、必要に応じて、関係機関等からの意見聴取、パブリックコメント等を実

施する。

・ 条例案は、平成２６年第１回定例会２月議会に提出する予定である。なお、猶予期

間（１(２)※）が設けられているものについては、平成２６年第２回定例会９月議会

への提出に向けて準備を進める。
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